Definition and Estimation of Working Poor by 岩井 浩 et al.
? Working Poorの規定と推計
著者 岩井 浩, 村上 雅俊
雑誌名 日本のWorking Poorの計測 : 就業構造基本調査リ
サンプリング・データの利用
ページ 1-27
発行年 2007-01-31
その他のタイトル Definition and Estimation of Working Poor
URL http://hdl.handle.net/10112/602
 1I　Working Poorの規定と推計
I　Working Poorの規定と推計
1　問題の所在―分析視角と課題
　グローバリゼーション、日本の大企業の本格的多国籍企業化、市場万能主義、新自由主義的
構造改革の進行は、アメリカ型社会への改造を押しすすめ、様々な社会的格差を生み出してい
る。後藤道夫は、「格差」を「絶対的格差」と「相対的格差」に区分して、前者の絶対的格差（常
識的な社会生活の可能と不可能との間の格差）が、格差問題の中心であるとみなしている。そ
の絶対格差の存在は、最低生活水準以下の生活を余儀なくされているワーキング・プア、就労
貧困者の増大にみられると規定している（後藤「過労をまぬがれても待っている『貧困』」『エ
コノミスト』2006年 7月25日」）。
　日本の社会的格差構造の基底にあるワーキング・プアについては、『現代日本のワーキング・
プア』（ポリティーク、No.10）1）にみられるように、就業構造基本調査（以下、就調と略称）
等の調査資料に基づく低所得と就業形態、生活状態とのクロス標識によって、最低生活基準（生
活保護基準）、所得分布、世帯構成（稼働人数、等）、就業形態（非正規雇用の諸形態）、最低
賃金規定、等関連して、最低限度の生活水準を保てない世帯、個人の就労貧困者の増大とその
多様な形態の存在が明らかにされている。論文の考察の対象である1992年～2002年の時期で
は、バブルの崩壊と長期不況、規制緩和と失業、不安定就業（非正規雇用）の増大、賃金水準
の低下と多様な非正規雇用の増大に規定された低賃金階層の増加に伴い、最低生活水準（生活
保護基準）に満たない就労貧困者（ワーキング・プア）の多様な形態が顕在化し、所得、就業
形態の格差が拡大し、大きな社会問題となっている。ワーキング・プアは、パート、派遣、請
負労働等の非正規就業の増大と賃金水準の低下、零細企業の非正規雇用だけでなく、その正規
雇用の賃金の低下、自営業の廃業の増大と不安定化をともなって進行しており、生活保護基準
に満たない、働いている貧困者の存在と増大によって、生活保護世帯等の貧困の実態を隠蔽す
る役割を果たしているとともに、就労貧困者の低所得そのものを異常視しないことに利用され
ている。
21－ 1　Working Poor研究動向と政策的意義
　国際的規模でのグローバリゼーションの進行は、企業間の激しい競争を引き起こし、規制緩
和と資本・労働力の厳しい節約による失業、不安定就業の増大をもたらしている。特に失業、
不安定就業（非正規雇用）の増大に伴い、低賃金、低所得階層の増大と最低生活水準に満たな
い就労貧困者（ワーキング・プア）の存在とその急増が、国際的に問題になっている。
　最近のWorking Poorの総括的調査研究として、EUの調査研究『EUにおけるWorking Poor』
（2004年）がある。同調査研究では、Working Poorの規定と計測、Working Poorの救済、改善
政策として、福祉国家条項と雇用政策、就労支援策、「働いたほうが得になる政策」（ ’make 
work pay’ policies）が考察されている。
表 1　各国のWorking Poorの規定
国 資　　料 就業の定義 貧困基準
EU
　Eurostat －少なくとも15時間雇用された
（Marlier, 2000）
－前年の主な活動状態
低所得基準：等価世帯所得
の中位の60％（相対的貨幣
貧困）
フランス
－ Institut National de 
la Statistique et de  
l’Economie（ INSEE）
－Academics
－National Action Plan 
for Social Inclusion 
2001-2003/2003-2005
－少なくとも年間 6ヶ月労働市
場で活動する（就業するもし
くは仕事を探す）個人
－少なくとも 6ヶ月間就業する
－年間少なくとも 1ヶ月以上仕
事を持っていた
低所得基準：等価世帯所得
の中位の50％（場合によっ
ては，60～70％）（相対的
貨幣貧困）
ベルギー
　National Action Plan
　for Social Inclusion 
2001-2003/2003-2005
－少なくとも年間 6ヶ月労働市
場で活動する（就業するもし
くは仕事を探す）個人
－少なくとも 6ヶ月間就業する
低所得基準：等価世帯所得
の中位の60％（相対的貨幣
貧困）
スイス
－Swiss Federal 
　Statistical Ofﬁce
－Academics
－全ての「活動」個人であり、
就業時間を問わない
－フルタイムで働く全ての個人
（例えば週36時間以上）
－少なくとも利益の上がる活動
を少なくとも週40時間（ひと
つのフルタイムの仕事）
社会保障による行政上の定
額料金 1）（行政上の貨幣貧
困）
アメリカ
　US Census Bureau －家計に属するメンバーによる労
働時間が1750時間以上（44週）
連邦貧困基準（絶対的貨幣
貧困）　US Bureau of Labor 
Statistics
－少なくともその年に 6ヶ月間
（27週）労働市場で活動する（就
業するか仕事を探している）
　US researchers in 
general
－平均して、少なくとも半日
（1000時間）就業している成人
－USCB、USBLS定義（上記参
照）
連邦貧困基準の125－150－
200％未満 2）（絶対的貨幣貧
困）
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国 資　　料 就業の定義 貧困基準
カナダ
　National Council of 
Welfare（NCW）
総家計所得の50％以上が賃金、
給与、または自営業からのもの
である
カ ナ ダ 統 計 局 のLow-
income cut-offs（LICOs）（絶
対的貨幣貧困）
　Canadian Council on 
Social Development
（CCSD）
成人のメンバーらが，少なくと
も49週間フルタイム（少なくと
も週30時間以上）かパートタイ
ムで就業する
CCSD相対的低所得基準（相
対的貨幣貧困）
　Canadian Policy 
　Research Networks
（CPRN）
フルタイム /フルイヤー 相対的低所得基準：年間
20000ドル未満
オーストラリア
　Social Policy 
　Research Centre
全ての「活動」個人であり，就
業時間を問わない
Henderson 絶対的貧困基
準 3）（絶対的貧困基準）
注 1） 平均的な家賃と基本的な健康保険料をConfederation Suisse des Institutons d’Action Sociale’s ‘vital’ minimumに
加えて計算される基準である。
　 2） 代替的な貧困基準の利用は，連邦の貧困基準が貧困を十分に評価するためには低すぎるという認識をアメリカの
研究者が一般的にもっていることによる。（Warren C.R., 2002; Employment Policies Institute, 2002）
　 3） Henderson 貧困基準は、オーストラリア政府貧困委員会で、Henderson, R.F.により1970年代に開発された。彼
の広く利用されている公式は、個人や家計もしくは規模別の基礎的生活費用を計算する。
（出所） Peña-Casas, R. and Latta, M. (2004), p.7
　
　EUのWorking Poorの定義では、表 1にみられるように、その主要グループは、この分野の
先駆的調査研究を継続してきたアメリカ労働統計局（以下、BLSと略称する）のWorking 
Poorの定義と同様な方式の規定を採用している（カナダ、フランス）。同調査研究は、それを「統
計的カテゴリーとしてのWorking Poor」の規定と推定とみなしている（ II章、参照）2）。本調
査資料では、原資料として就調のリサンプリング・データを使用するが、国際比較の視点から、
上記の方式による推計をおこなっており、一般で論じられているワーキング・プアの用語と区
別する意味で、Working Poorの用語を使用している。
　Working Poorの先行研究ではBLSの調査研究が先駆をなしていた。1960年代、都市スラム
の貧困（人種問題に関係）からの脱却をはかる「偉大な社会」計画（ジョンソン政権）が立案
された。「貧困に対する闘い」において、社会的扶助の対象である貧民（窮民）の自助・自立
を促すために、教育や職業訓練によって、貧民に就労と自活の機会を提供し、貧困の撲滅を図
るという政策がとられた。60年代から70年代に展開された半就業指標研究では、失業（公的失
業と求職意欲喪失者）、不安定就業（非自発パートタイム）、低所得（貧困）との総合指標が、
個人と世帯について調査研究された。労働市場への参入・退出を繰り返す失業・不安定就業の
低所得者層、特に連邦貧困基準以下の就労貧困者（Working Poor）の把握が、勤労福祉政策
の大きな課題とされた。BLSのWorking Poorの規定と測定は、これらの政策的課題への対応
であった。
　1960年代の合衆国では、総労働力人口に占める低失業率（1966～1969年、失業率 3％台）の
4持続と「完全雇用」の「達成」が謳われていたが、他方では、急速な技術革新にともない、熟
練労働の単純労働化と新技能労働の増大という労働力の再編成が進み、労働者世帯の総働き化
（二次的労働者の増大）と労働市場の構造的変動の問題を顕在化させた。特に、戦後のベビー
ブーム世代の労働市場への大量の参入と女子の労働力参加率の増大は、1960年代に入ると人種
差別に関係する黒人や10代（ティーンエイジャー）の失業率の増大、低い技能と教育程度しか
もたない特定階層や特定地域（都市ゲットーや閉山炭坑地域）での高失業率と貧困世帯の増大
をひきおこし、失業と貧困が社会問題化した。合衆国政府は、これら数百万の低所得世帯と「構
造的失業」問題の解消のために、1960年初頭に「マンパワー開発および訓練に関する法律」を
制定し、職業訓練、職業紹介、地域開発などの労働力政策を推進させた。1964年に連邦政府は、
「経済機会均等法の下での貧困との戦争」を宣言した。貧困に関する詳細調査（1966年）では
約6.1百万家族が貧困世帯とみなされた。都市ゲットーの失業と貧困問題、人種問題、10代の
年齢層問題、等の解決が政策的課題とされた。失業（失業率、求職意欲喪失者）、不安定就業（非
自発的パートタイム）、低所得（貧困）を構成要因とする失業と経済的困窮の関係指標、半就
業の概念と指標が策定され、その政策手段の有効性をめぐって政府、学界、労働組合や民間諸
団体を巻き込んだ論争が展開された（半就業指標の概念規定とその作成手順については、表
2、参照）。
　しかし、半就業指数の多様な形態と推計方法、推計結果にはかなりの差違があった。労働統
計局長シスキンは、1975年の論文〔Shiskin, J. (1975)〕で、求職意欲喪失者や非自発的（経済
的理由）のパートタイム就業者の区分を「部分的失業者」の問題として継続的な調査研究を約
束するが、包括的な単一の半就業指数による失業と経済的困窮の表示には、連邦政府として、
その作成と公表は困難であると判断した。労働統計局長は、一定の政策的判断の立場から、統
計利用者の多様な目的、判断にゆだねる趣旨から、半就業指数に代替する失業関連指標として、
1976年に「 7つの失業指標」（U指標）〔Shiskin, J. (1976)〕を公表した。シスキンの失業代替
指標（U指標）では、公表失業率、潜在的失業（求職意欲喪失者）、非自発パートタイム等の
失業関連指標が対象とされたが、半就業指標で大きな論議の対象となった経済的困窮に関する
低所得（貧困）の指標は、U指標の対象から除外され、大きな批判を招いた（半就業指標をめ
ぐる議会公聴会での各界の証言と批判は、〔岩井（1999）〕、参照）。また失業統と経済的困窮、
半就業指標については、1979年の「雇用・失業統計に関する国家委員会」（レヴィタン委員会）
において、相対立する論点が総括的に論じられ、測定単位のディジメンジョンの異なる労働力
状態（調査週とその週での活動状態）と所得（月次または年次の給与、報酬）のクロスが可能
な統計的把握が課題とされた3）。これらの失業と経済的困窮に関する半就業指数の研究、論議
は、1980年代のBLSの雇用（労働力状態）と所得とのクロス・データの調査研究に受け継が
れ（労働力状態と所得のクロス標識による労働力調査 3月特別調査として、結実）、1989年の
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Working Poorの公表に繋がっていった（II章、参照）。労働市場への参入・退出を繰り返す失業・
不安定就業の形態の低所得者層、特に連邦貧困基準以下の就労貧困者（Working Poor）の把
握が、就労支援、勤労福祉政策の大きな課題とされ、BLSの雇用と所得（貧困）、Working 
Poorの規定と測定は、これらの政策的課題に対応して行われた。
　アメリカで展開された勤労福祉（welfare to work）政策は、社会的扶助の削減、就労強制
の性格をもつていたが、1997年成立のイギリスの労働党政権では、旧来の福祉依存の政策から
自立支援の雇用・福祉政策と積極的就労支援策が採用された。勤労福祉政の柱にニューディー
ル政策が置かれ、社会的排除の状態にある若年失業者、長期失業者、未婚の母親、障害者等の
就労と自立の支援諸施策が実施され、社会的扶助対象者としての失業者、就労貧困者の増大と
その実態の把握、その社会的統合が政策的課題とされた。失業者救済では、失業保険の失業給
付制が、請求者手当（Jobseeker’s Allowance）制に改変され、請求者手当と職業紹介・就労
支援の機能が一元化され、Jobcentre ONEとして、勤労福祉、就労支援政策の新機能を果たす
役割を与えられた。EUのWorking Poorの規定と測定にみられるように、各国のWorking Poor
の測定の政策的背景には、積極的労働市場政策、勤労福祉政策がある。EUの調査研究では、
失業者、低所所得層、Working Poorの救済と自立の方策として、社会的保護給付と所得移転
システム（失業給付、所得扶助、最低保障所得）、就労支援・自立の雇用政策、最低賃金条項、
雇用保護の税制等の「働いたほうが得になる政策」（ ’make work pay’ policies）」が論及されて
いる（アメリカ、イギリス、カナダの勤労福祉政策については、新井光吉（2002）、（2005）、
参照）。
1－ 2　Working Poorの規定と分析視角、課題
1－2－1　Working Poorの分析視角と規定
　本調査資料では、Working Poorの調査研究の先駆をなすアメリカBLSのWorking Poorの規
定と推計方法（労働力調査を基礎資料）を推計の一つの基準とするが、日本では、労働力状態
と所得のクロスを可能とする労働力調査（以下、労調と略称）（アメリカの労調 3月補足調査
に相当する調査）は実施されていないので、その代替的調査資料として、就調リサンプリング・
データを利用する。
　BLSの計測は、労調 3月補足調査に基づいて、連邦貧困基準以下の貧困世帯を確定し、その
構成員である個人の所得と労働市場での活動状態（就業、失業の労働力状態）とのクロス集計
から作成されたものである。Working Poorの規定と計測では、一定の最低生活基準（貧困基準）
以下の世帯に属する個人の労働力状態と所得の関係が対象とされ、社会的扶助の対象となる世
帯・個人の特定との関係で、半年間以上、労働市場で活動している労働力構成員〔就業してい
るか、失業していて求職している〕個人の活動の測定が対象にされている。アメリカの
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?
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Levitan-Taggart 指数 Miller　指数 排除指数 不十分指数
分子　－以下のカテゴリーの一つにでも入る者の合計
A???
1．公的失業者 1．公的失業者で
2．64歳未満で
3．16－21歳の学生でない
者で
4．前年の平均家計所得以
上の世帯に住まない者
1．公的失業者で
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B????????
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3．非求職理由
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が第一の理由
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1．公的非労働力で
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「仕事を見いだせなかった」
「若すぎる」
「教育、技術、訓練の欠乏」
「他のハンディキャップを
持っている」
1．公的非労働力で
2．64歳未満で
3．16－21歳の学生でない
者で
4．前年の平均家計所得以
上の世帯に住まない者で
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満、年間50
週未満働く
者
1．公的にフ
ルタイム労
働力であり
2．世帯主又
は単身で
3．経済的理
由により週
35時 間 未
満、年間50
週未満働く
者
D???
1．公的労働力
であり
2．週あたり34
時間以上働き
3．“十分な”所
得未満の者
　（それぞれBLS
の “ l o w e r -
level” 4人家族
生計費未満か
1972年に議論
された時間あ
たり 2ドルを
表す年間4000
ドル未満で定
義される）
1．公的労働力であり
2．世帯主又は単身個人
3．64歳未満で
4．16－21歳の学生でない
者で
5．前年の平均家計所得以
上の世帯に住まない者で
6．貧困基準所得未満を稼
ぐ世帯主又は単身で
7．失業、求職意欲喪失者、
非自発的パートタイム労
働者でない者
1．公的労働力であり
2．週あたり34時間以上働
き
3．世帯主又は単身個人で
4．64歳未満で
5．16－21歳の学生でない
者で
6．前年の平均家計所得以
上の世帯に住まない者で
7．家計規模によって調整
される週あたり十分所得
に満たない者(法定最低
賃金を家計規模によって
調整することで定義）
1．公的労働
力であり
2．週あたり
34時間以上
働き
3．非自発的
パートとし
て算定され
ず
4．十分な所
得未満の者
1．公的労働
力であり
2．週あたり
34時間以上
働き
3．世帯主又
は単身個人
で
4．非自発的
パートとし
て算定され
ず
5．十分な所
得未満の者
表 2　半就業指標算定の 5つの方法
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Working Poorの規定では、約半年間、「少なくとも27週間、労働力（就業しているか、求職し
ている）として活動しており、かつ所得が公的な最低貧困基準以下の世帯に属する者である」
（BLS, Working Poor 2003）と定義されている。労働市場で活動している個人とその世帯が対
象とされる。表 1にみられるように、各国のWorking Poorの定義と測定において、労働市場
での活動期間の規定は異なるが、最低生活水準以下の低所得と労働力状態とのクロス推計
（BLS方式）が、多くの国の推計基準となっている 。こでは参考として、表 3で、BLS概念と
基準に準じた日本のWorking Poorの推計結果とBLSのWorking Poorを掲載しておく。
　アメリカのWorking Poorでは、人種別等の独自な分類標識があるが、年齢別では、若年層
の貧困率の高さ、雇用形態別では、失業者の貧困率の著しい高さとフルタイム（正規雇用）に
対するパートタイムの被雇用者の貧困率の高さ、等が日米共通にみられる。
　就調では、（ 1）労調が現在の（調査週 1週間のactualな）活動状態を対象にするのに対して、
平常の（ 3ヶ月以上のusualな）活動状態が調査対象であり、（ 2）調査の基本概念では、労
調は労働力概念、就調は有業者・無業者の概念である。就調によるWorking Poorの計測は、
労調によるWorking Poor概念と規定の近似的な推計となっている。本調査資料では、就調リ
サンプリング・データを利用して、データの再分類・再集計することにより、就調の基本概念
を、労調の労働力概念の近似概念に組み替えて、一定期間に労働市場で活動する個人の労働力
状態と所得のクロス表の試算をおこない、最低生活基準（生活保護世基準）以下のWorking 
Poor（就労貧困者）の諸類型、諸形態の推計をおこなった。概念の組み替えでは、無業者で
求職している者は失業者、有業者は近似的に就業者とみなされる。正確には、従業上地位別標
識から識別される有業者中の被雇用者と自営業主〔雇人無し〕が就業者と規定されている。最
低生活水準としての生活保護基準は、被保護世帯の非稼働化（働き手の減少）と長期固定化に
伴い、その適用性に問題が残されている。
　一般に論議されているワーキング・プアでは、最低生活基準に満たない低所得で働いている
就労貧困者の世帯が対象とされ、低所得層の就労貧困者の諸指標が表示されている。本調査資
??
?
Spring-
Harrison-
Vietorisz　指数
Levitan-Taggart 指数 Miller　指数 排除指数 不十分指数
分母　－以下のカテゴリーの一つにでも入る者の合計
1．公的労働力
2．求職意欲喪
失者
1．公的労働力
2．求職意欲喪失者
1．公的労働力 1．公的労働
力
2．求職意欲
喪失者
1．公的労働
力
2．求職意欲
喪失者
3．世帯主も
しくは単身
個人
半就業率－半就業率は分子 /分母で得られる。半就業者数は分子の個人数と同等である。
（出所）T.Victoritz,R.Miller and J.Giblint (1975), pp. 8-9. 岩井 浩（1995）, pp. 32-49。
8（日本のWorking Poorの推計結果、類型 1） （単位：構成比　失業・就労貧困率は％、他は人）
1992年 失業・
就労
貧困率
2002年 失業・
就労
貧困率
失業・就労
貧困者 構成比
失業・就労
非貧困者 構成比
失業・就労
貧困者 構成比
失業・就労
非貧困者 構成比
年齢、性別
総数、15歳以上 1755047 100.0 46639691 100.0 3.6 3961442 100.0 43616415 100.0 8.3
　15～19歳 46438 2.6 1066602 2.3 4.2 131851 3.3 535545 1.2 19.8
　20～24歳 94367 5.4 5016538 10.8 1.8 431659 10.9 3280765 7.5 11.6
　25～54歳 1086687 61.9 31221480 66.9 3.4 2346937 59.2 29825501 68.4 7.3
　55歳以上 501520 28.6 8963455 19.2 5.3 1013022 25.6 9576351 22.0 9.6
　不詳 26035 1.5 371616 0.8 6.5 37973 1.0 398254 0.9 8.7
　男性 894861 51.0 28518193 61.1 3.0 2014887 50.9 26734367 61.3 7.0
　女性 860186 49.0 18121498 38.9 4.5 1946554 49.1 16882048 38.7 10.3
教育
（在学中を除く）
　小学・中学 771779 44.0 10402200 22.3 6.9 1095838 27.7 6353305 14.6 14.7
　高校・旧中 770190 43.9 23240234 49.8 3.2 1911982 48.3 20090114 46.1 8.7
　短大・高専 89799 5.1 5062457 10.9 1.7 448930 11.3 6686574 15.3 6.3
　大学・大学院 68399 3.9 8002244 17.2 0.8 328534 8.3 10190752 23.4 3.1
　学歴不詳 2278 0.1 30505 0.1 6.9 3371 0.1 29014 0.1 10.4
　在学したこと
がない 4254 0.2 19576 0.0 17.9 841 0.0 212 0.0 79.9
　不詳 9870 0.6 185514 0.4 5.1 1420 0.0 2825 0.0 33.4
就業形態
　正規の職員 495724 28.2 29070929 62.3 1.7 953907 24.1 25788601 59.1 3.6
　パート・アル
バイト・嘱託・
派遣社員
332384 18.9 5197578 11.1 6.0 1252184 31.6 7644146 17.5 14.1
　その他 49225 2.8 547485 1.2 8.2 76699 1.9 440339 1.0 14.8
　不詳 667 0.0 5432 0.0 10.9 5500 0.1 35952 0.1 13.3
　雇人あり自営
業主 77343 4.4 1538576 3.3 4.8 127974 3.2 1222792 2.8 9.5
　雇人なし自営
業主 349504 19.9 3187454 6.8 9.9 492382 12.4 2452329 5.6 16.7
　求職失業者
（半年以上求
職）
172287 9.8 1662322 3.6 9.4 737660 18.6 1588086 3.6 31.7
表 3　BLS概念と基準に準じた日本のWorking Poorの推計結果とBLSのWorking Poor
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（BLSのWorking Poor基本表、雇用形態・年齢別）
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（出所）BLS (2005), pp. 6-7、Table1、Table2より引用。
（注）（ 2）サンプルが小さいことにより表示できない。
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料の推計対象であるWorking Poorは、最低生活基準以下の貧困世帯とその構成員個人の労働
市場で活動状態（就業者と失業者）が対象とされている。Working Poorには、求職失業者が
含まれるので、その貧困率は、正確には、失業・就労貧困率を意味している（ただし本調査資
料のWorking Poorの推計では、無業者中の求職失業者とのクロス集計は、大分類レベルしか
算定されていなので、詳細分類では、求職失業者は表示されていない）。Working Poor研究では、
失業、就業、低所得、貧困の諸指標の関係と実態の調査研究が課題とされている。
1－2－2　Working Poorの推計と意義
　就調リサンプリング・データ利用によって推計されたWorking Poorの規定と類型は、以下
の通りある（フローチャートによる類型の推計手順と分類は、 2の推計方法、参照）。
　類型 1  　BLS定義に準拠した定義：年間半年以上労働市場で活動する失業・就労貧困者：世
帯所得が生活保護基準以下の〔150日以上の有業者＋半年以上の求職失業者〕（〔　〕
内は類型 4）
　類型 2  　平常、労働市場で活動する失業・就労貧困者：世帯所得が生活保護基準以下の〔全
有業者＋全求職失業者〕（〔　〕内は類型 5）
　類型 3  　無業者の求職条件を問わない貧困者：世帯所得が生活保護基準以下の〔全有業者＋
全無業者〕（〔　〕内は類型 6）
　就調は、平常（ 3ヶ月以上）の有業者・無業者を基本概念とするので、労働市場での活動状
態では、有業者、特にその多数を占める被雇用者は、 3ヶ月以上、賃金・報酬のある仕事に従
事している就業者、また無業者の内、求職していて仕事がない無業者は、求職失業者とみなさ
れる（類型 1、2の就労貧困率には、求職失業者が識別され、内包されている）。
　類型 1で表示される失業・就労貧困率（類型 1／類型 4）は、BLS概念と基準に準じて、約
半年間（150日以上）労働市場で活動している有業者（就業者）と失業者（150日以上の求職失
業者）の総計（近似的労働力総計）（類型 4）に占める生活保護基準以下の部分（類例 1）の
失業・就労貧困者の割合を示している。
　類型 2で表示される失業・就労貧困率（類型 2／類型 5）は、BLS基準の150日以上条件を
はずした類型 1と同型の推計であるが、usual方式の就調では、平常 3ヶ月間以上、労働市場
で活動している就業者と 3ヶ月間以上の求職失業者の総計（類型 5）に占める生活保護基準以
下の部分（類型 2）の失業・就労貧困者の割合を示している。
　類型 3は、全有業者と全無業者（求職活動について設問されていなので、求職失業者は識別
されない）の総計（類型 6）に占める生活保護基準以下の部分（類型 3）の貧困者の割合を示
している。
　本調査資料では、国際比較の視点から、BLS基準に近似する類型 1（150日以上）の就労貧
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困者の推計もおこなったが、日本のWorking Poorの規定と推計では、usual方式の就調資料の
特性から、平常 3ヶ月以上の労働市場での活動状態を対象とする類型 2の失業・就労貧困者の
推計に現実的意義があると思われる。推計結果では、主に類型 2のWorking Poorついて論及
している（ IIIの主要統計表では、類型 1の統計表も表示している）。
　一般にワーキング・プア概念で把握される就労貧困者は、就調等の個人所得、世帯所得と就
業状態、雇用形態のクロス表から、多様な標識で表示された最低生活基準に満たない低所得で
就労している世帯（個人）を示している。Working Poorで推計された失業・就労貧困者では、
労働市場での活動状態すなわち労働力状態の就業者と求職失業者の総計が推計のベースにおか
れ、この労働力総計内の生活保護基準以下の世帯とその構成員個人が識別される。ただし
Working Poor推計は、第一に、最低生活（生活保護）基準以下の世帯の確定、第二に、その
世帯構成員個人の労働力状態の推計が行われる（本調査研究では、確定したて世帯構成員個人
について、リサンプリング・データによる再分類・再集計によって、所得と労働力状態のクロ
ス集計がなされる）ので、幾つかの固有の問題が含まれている。生活保護基準以下の、確定さ
れた世帯と構成によって、集計データの解釈に注意が必要となる。例えば、男女別貧困率をみ
ると、一般には、男女別賃金格差や、非正規雇用の女性の比重の高さなどから、女性の失業・
就労貧困率が高く表示されているが、就業形態別では、非正規雇用（パート、アルバイト等）
で男性の貧困率の方が高く表示されている。この現象は、サンプル数からは圧倒的に女性が多
数であり、男性は小サンプルで、その代表性に問題があるとともに、パートナーの男性の所得
が高い場合は、女性の所得が低くても、貧困世帯に含まれないことがあり、留意が必要である。
貧困基準の世帯構成（働き手の数とその所得水準、等）の問題は、労働力状態の諸指標とのク
ロスにおいて、特に男女のサンプル数にかなりの乖離がある事例では留意が必要となる。BLS
の推計でも、社会的最低生活基準以下の貧困世帯の確定とその世帯構成員個人の労働力状態の
推計という手順をとっており、Working Poorの規定と推計に共通する論点であると言えよう。
　多標識による就労貧困者の実態を把握するワーキング・プアの分析では、多様な形態の個々
の就労貧困者の実態分析に意義がある。労働力概念（労働市場での一定期間の就業者と求職失
業者）を基準とするWorking Poorの分析では、その統一的な類型の規定・推計を基準として、
失業・就労貧困者の存在と形態を、相互に比較可能に体系（静態と動態、構造と時系列）とし
て把握することに大きな意義があると言えよう。
2　Working Poorの推計方法
　現在の日本の生活保護制度がそうであるように、所得で測る場合の貧困状態（Poverty 
Status）は、基本的に世帯人数と世帯所得の関係から決定される。一方、労働市場での活動
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（Working, Active）は、基本的に個人を対象に把握される。
　どれだけ労働市場で活動しているかがWorking Poorという層を特定するための重要な要素
となる。低賃金労働者とWorking Poorという二つの概念の間には密接な関係があるが、低賃
金労働者であるということは、基本的に労働者個々人に関わることであり、Working Poorで
あるということは、労働者個々人の賃金だけではなく他の世帯員の賃金、世帯人数等とも関わ
る4）。Klein, B.W. and Rones, P.(1989)は、「集団としてのWorking Poorは、二つの側面から貧
困状態である。それは、第一に、失業、フルタイムの職が見つからないこと、低賃金率、を含
む労働市場問題から生じる結果としての低所得という側面であり、第二に、扶養児童の存在と
たった 1人の稼得者のような貧困につながる世帯構造という側面である」と述べている5）。
　Klein, B.W. and Rones, P.(1989)のWorking Poor概念の提起、推計を受けて、現在のBLSは、
Working Poorを次のように推計している。まず、労調 3月補足調査（March Current Population 
Survey Supplement）の課税前の世帯所得データを用い、各世帯所得が世帯人数別のアメリカ
連邦貧困基準（Poverty Threshold）以上であるか否かをもとに貧困世帯を特定している。
Size of family unit
Related children under 18 years
None One Two Three Four Five Six Seven
Eight
or
more
One person
(unrelated in dividual)....
Under 65 years....................... 10,160
65 years and over.................... 9,367
Two persons............................
Householder under 65 years........... 13,078 13,461
Householder 65 years and over...... 11,805 13,410
Three persons.......................... 15,277 15,720 15,735
Four persons........................... 20,144 20,474 19,806 19,874
Five persons........................... 24,293 24,646 23,891 23,307 22,951
Six persons............................ 27,941 28,052 27,474 26,920 26,096 25,608
Seven persons.......................... 32,150 32,350 31,658 31,176 30,277 29,229 28,079
Eight persons.......................... 35,957 36,274 35,621 35,049 34,237 33,207 32,135 31,862
Nine persons or more................... 43,254 43,463 42,885 42,400 41,603 40,507 39,515 39,270 37,757
表 4　アメリカ連邦貧困基準（2005年、ドル）
（出所）U.S. Census Bureau ホームページ
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　アメリカ連邦貧困基準は、アメリカセンサス局（U.S. Census Bureau）がOrshansky, 
M.(1965)が開発した貧困基準を、毎年物価調整して、世帯人数別に算定しているものである。
生計費の算定方法として、エンゲル方式が用いられており、食料費が全体の費用に占める割合
は三分の一である6）。BLSは、現在のアメリカ連邦貧困基準を用い、世帯が貧困であるか否か
を決定している。現在のアメリカ連邦貧困基準を、表 4に示しておく。
　世帯が貧困であるか否かを世帯所得によって線引きした後、各世帯人員の労働市場での活動
に応じてWorking Poorであるか否かを特定している。よって、アメリカをはじめとした各国
で議論されているWorking Poorの概念規定に従うならば、その推計に必要なデータは、世帯
状態、特に世帯所得・世帯人数と個人の労働市場での活動がリンクしたデータとなる。
2－ 1　貧困世帯の推計
　図 1の分類フローを参照されたい。図 1に従って、貧困世帯の特定について述べ、その後、
Working Poorの分類方法について述べる。
図 1　分類フロー
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　日本の生活保護基準額を基準として日本の貧困世帯の特定を行う。日本の生活保護は衣食と
いう日常生活に必要な費用としての生活扶助、義務教育費用のための教育扶助、住宅費として
の住宅扶助、一時的必要に応じた費用としての医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助およ
び葬祭扶助から構成されている。このうち生活扶助が最低生活費の中心となっている。最低生
活費の水準の決定方式は、水準均衡方式と呼ばれており、「必要即応原則」に基づいた各種の
加算がある。1984年以降、一般世帯の消費支出水準の変動に対応するという観点から、政府経
済見通しの民間最終消費支出の伸び率を基礎とし、前年度までの一般世帯の消費支出水準の実
績などを勘案して基準額の改定率が決定されている。その水準は、一般世帯の消費支出水準の
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おおよそ 6割である。実際には、世帯が要扶助状態であると認定されたとき、その世帯状況に
応じて各種加算がなされ、各種扶助の適用がなされる。統計としては、アメリカ連邦貧困基準
のような世帯人数別基準額のマトリックスは発表されていない7）。
　貧困世帯と非貧困世帯を分類するための基準額の算定において、各世帯状況に応じた扶助
額・加算額を厳密に適用することは困難であった。この理由として、各種の扶助・加算を適用
する場合に必要な情報自体が、今回用いた就業構造基本調査（以下、就調と略称）に無いこと
が挙げられる。例えば、各世帯員の傷病の状況は非求職者以外については分からない。よって、
基準額の推計には、各種扶助・加算を適用せず、生活扶助のみを用いることとした。
表 5　世帯人数別の基準額（年額、2002年）
（単位：円）
15　歳　未　満　人　数
0 1 2 3 4 5 6 7
15
???
1 1030920 1447200 1870560 2287440 2652720 3018000 3383280 3748560
2 1591200 2014560 2431440 2796720 3162000 3527280 3892560 4257840
3 2158560 2575440 2940720 3306000 3671280 4036560 4401840 4767120
4 2719440 3084720 3450000 3815280 4180560 4545840 4911120 5276400
5 3228720 3594000 3959280 4324560 4689840 5055120 5420400 5785680
6 3738000 4103280 4468560 4833840 5199120 5564400 5929680 6294960
7 4247280 4612560 4977840 5343120 5708400 6073680 6438960 6804240
8 4756560 5121840 5487120 5852400 6217680 6582960 6948240 7313520
表 6　カテゴリカルデータを適用した基準額（年額、2002年）
15　歳　未　満　人　数
0 1 2 3 4 5 6 7
15
?
1 100～ 199万円
100～
 199万円
100～
 199万円
200～
 299万円
200～
 299万円
300～
 399万円
300～
 399万円
300～
 399万円
2 100～ 199万円
200～
 299万円
200～
 299万円
200～
 299万円
300～
 399万円
300～
 399万円
300～
 399万円
400～
 499万円
3 200～ 299万円
200～
 299万円
200～
 299万円
300～
 399万円
300～
 399万円
400～
 499万円
400～
 499万円
400～
 499万円
4 200～ 299万円
300～
 399万円
300～
 399万円
300～
 399万円
400～
 499万円
400～
 499万円
400～
 499万円
500～
 599万円
5 300～ 399万円
300～
 399万円
300～
 399万円
400～
 499万円
400～
 499万円
500～
 599万円
500～
 599万円
500～
 599万円
6 300～ 399万円
400～
 499万円
400～
 499万円
400～
 499万円
500～
 599万円
500～
 599万円
500～
 599万円
600～
 699万円
7 400～ 499万円
400～
 499万円
400～
 499万円
500～
 599万円
500～
 599万円
600～
 699万円
600～
 699万円
600～
 699万円
8 400～ 499万円
500～
 599万円
500～
 599万円
500～
 599万円
600～
 699万円
600～
 699万円
600～
 699万円
700～
 799万円
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　具体的には、年齢別に設定されている生活扶助第一類と世帯人数別に設定されている生活扶
助第二類を合算し、貧困世帯を特定するための基準とした。世帯人員数と各世帯員の年齢を組
み合わせた基準額を設定することは、不可能ではないが、あまりにも探索的であり、また、組
み合わせの数が膨大になるため、15歳未満・15～59歳・60歳以上の基準額をそれぞれ平均し、
世帯人数別の基準額を算定した。一例として2002年についての基準額を表 5に示すこととす
る8）。
　表 5には、生活扶助基準額から算定した実額が示されている。しかしながら、利用した世帯
所得データは、カテゴリカルデータ（所得階級別）である。よって、表 5に示された実額の基
準額が含まれる所得階級を基準とした。所得階級別に置き換えた基準額表は、表 6のようにな
る。表 5と表 6を比較しても分かるように、世帯所得がカテゴリカルデータでのみ提供されて
いるため、貧困世帯の規模の推計にずれが生じていることは否めない。一方で、各世帯状況に
応じた基準額の算定の困難さから、基準額の算定に用いたのは生活扶助第一類と第二類のみで
あるため、実際に適用される基準額と比較して過少になっている可能性も否めない。
2－ 2　日本のWorking Poorの推計方法
　次に日本のWorking Poorの推計方法について述べることとする。先に述べたように、貧困
世帯と非貧困世帯を世帯所得データから区分した後、貧困世帯・非貧困世帯に属する世帯員
個々を、有業期間・求職期間で分類した。貧困世帯に属し150日以上有業である者、 6ヶ月以
上求職している者を「類型 1」とする。また、同じ有業期間・求職期間で非貧困世帯に属する
者を「類型 1の失業・就労非貧困者」とした。類型 1は、BLSのWorking Poor定義である、「少
なくとも半年間（27週）雇用されているか仕事を探すなど、労働市場で活動したがそれでも貧
困世帯に属する個人」に準拠した分類方法となる9）。
　次に、先に掲載した図 1にある「類型 2」について述べることとする。類型 1は、Working 
Poorの国際比較を念頭に置いた分類方法である。しかしながら、usual方式（平常の状態・ 3
ヶ月）を採用している就調の特性や多くの派遣労働者の契約更新期間を鑑みるとき、日本の
Working Poorの推計の現実的意義を持つのは、同調査が採用している 3ヶ月間の労働市場で
の活動を基準とすることであろう10）。「類型 2」では、「類型 1」で捉えきれない短期間・不安
定な労働市場での活動と貧困の関係をも捉えることが出来る。よって、「類型 2」を特定する
ために、類型 1の有業期間・求職期間を取り除いた分類方法を採用した11）。その対象は、有業
期間が 3ヶ月以上、または、求職期間が 3ヶ月以上で、貧困世帯に属する者となる。同じ有業
期間・求職期間で非貧困世帯に属する者を、「類型 2の失業・就労非貧困者」とした。
　なお、「類型 3」と「類型 3の非貧困者」には、労働市場での活動がない貧困者・非貧困者
が含まれる。労働力概念での失業者を含んだ失業・就労貧困指標として分析に用いるには限界
 17I　Working Poorの規定と推計
がある。
　上記のように、各種の類型によるWorking PoorとWorking Poorでない者を分類した後、就
労貧困率を計算する。失業・就労貧困率は、失業・就労貧困者÷（失業・就労貧困者＋失業・
就労非貧困者）×100で計算される。失業・就労貧困率を計算する際の分母の確定のため、類型
1の失業・就労貧困者と失業・就労非貧困者を足して類型 4とし、類型 2の失業・就労貧困者
と失業・就労非貧困者を足して類型 5とし、類型 3の貧困者と非貧困者を足して類型 6とした。
類型 4は類型 1の、類型 5は類型 2の、類型 6は類型 3の貧困率計算のための分母となる。各
類型、ならびに、各類型に含まれる人口について、表 7に示している。
3　日本のWorking Poorの推計結果と分析
　類型 2の推計結果について詳しく見ることとしたい。上記のように、国際比較の視点から、
BLS基準（150日以上）に近似する類型 1の失業・就労貧困者を推計したが、日本のWorking 
Poorの規定と推計では、平常 3ヶ月以上の労働市場での活動による類型 2の失業・就労貧困
者の推計に現実的意義があるからである。
　Working Poorがどのような就業・雇用形態にあり、基本属性としてどのような特徴を持つか、
これは各国のWorking Poorの分析の基本指標として据えられている指標である。日本の
Working Poorを被雇用者の雇用形態に従業上の地位の自営業主を含めたものを分析視角の中
心に据えて分析した。
3－ 1　基本属性別（性・年齢・学歴）に見た失業・就労貧困率の推移
　はじめに、男女の失業・就労貧困率の推移を見ておくこととする。男女別の失業・就労貧困
率を、図 2に示した。総数では、失業・就労貧困率は、女性の方が男性よりも高く、時系列的
に見ると男女とも上昇してきている。1992年では男性4.0％、女性5.5％であるが、2002年では
表 7　各類型に含まれる人口
類型 対象となる人口
類型 1 BLS定義に準拠した定義：年間半年以上労働市場で活動する失業・就労貧困者
　：世帯所得が生活保護基準以下の〔150日以上の有業者＋半年以上の求職失業者〕
類型 2 平常、労働市場で活動する失業・就労貧困者
　：世帯所得が生活保護基準以下の〔全有業者＋全求職失業者〕
類型 3 無業者の求職条件を問わない貧困者
　：世帯所得が生活保護基準以下の〔全有業者＋全無業者〕
類型 4 類型 1＋類型 1の失業・就労非貧困者〔150日以上の有業者＋半年以上の求職失業者〕
類型 5 類型 2＋類型 2の失業・就労非貧困者〔全有業者＋全求職失業者〕
類型 6 類型 3＋類型 3の非貧困者〔全有業者＋全無業者〕
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男性9.1％、女性12.0％となっている。女性の失業・就労貧困率が高い理由として、男女別の賃
金格差、女性の不安定就業の比重が高いことがあげられる。
　次に、男女別・年齢別の失業・就労貧困率を見る。総数・男女別・年齢別の失業・就労貧困
率の推移を、図 3に示している。年齢別では、近年になって若年層の失業・就労貧困率が急激
に上昇してきていることが分かる。年齢別の特徴としては、若年層（15～24歳）男女、中高齢
層女性（55歳以上）の失業・就労貧困率の高さが顕著である。近年の、若年層の失業率の高さ、
フリーターに代表される若年層の不安定就業化がこの背景にあると考えられる。また、若年層
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図 3　男女・年齢別の就労貧困率の推移
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図 2　男女別の就労貧困率の推移
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の賃金が他の年齢層と比較して低いことも若年層の失業・就労貧困率の高さに影響を与えてい
ると考えられる。
　さらに、学歴別の失業・就労貧困率の推移を見る。BLSのWorking Poorの推計結果では、
教育水準と失業・就労貧困率の関係指標は、重要な指標の一つとなっている。学歴別の失業・
就労貧困率の推移を図 4に示している。
　学歴別では、低学歴なほど失業・就労貧困率が高く表示されている。また男性よりも女性の
貧困率が総じて高く示されている。近年の高学歴層の失業・就労貧困率が上昇しており、注目
すべき事象である。ただし教育と雇用制度・就業形態の間には、様々な要因があり、これらの
差が学歴別格差構造をどれほど反映しているのかについては検討が必要である。
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図 4　性別・学歴別の就労貧困率の推移
3－ 2　従業上の地位・雇用形態別に見た失業・就労貧困率の推移
　従業上の地位・雇用形態別の失業・就労貧困率は、Working Poorの規模・構成ならびにそ
の推移を見るために最も中心に据えられるべき指標である。労働市場で活動し、なおかつ貧困
世帯に属する者が、どのような形態で就業しているかは、現在の日本の労働市場構造の矛盾や
問題点を端的にあらわすものである。
　図 5に男女別、有業者・求職失業者別の失業・就労貧困率の推移を示している。近年の長期
不況の影響を受けて、有業者の失業・就労貧困率と求職失業者の失業・就労貧困率が、1992年
～2002年で男女とも倍の水準に達している。求職失業者の失業・就労貧困率の上昇は、求職失
業者の窮乏化を示し、失業と貧困の関係を明示している。有業者の失業・就労貧困率上昇の背
景として、近年になって低所得である不安定就業者が増大し、それが直接世帯状態に影響を与
20
えるようになっていること等があげられよう。ただし、この点については従業上の地位と雇用
形態別の失業・就労貧困率を見る必要がある。
　図 6は、従業上の地位と雇用形態別に失業・就労貧困率の推移を示している。従業上の地位・
雇用形態別では、正規雇用者といわゆる非正規雇用者であるパート・アルバイト・派遣の失業・
就労貧困率に明確な差がある。
　また正規雇用者の失業・就労貧困率も上昇してきていることにも注目せねばならない。1997年
を境に、パート・アルバイトの失業・就労貧困率が急激に上昇している。また、雇人なしの自営
業主の失業・就労貧困率が高く、非正規雇用者と同様に、近年、貧困率が急上昇してきている。
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図 5　男女別・有業無業別失業・就労貧困率の推移
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図 6　従業上の地位・雇用形態別の失業・就労貧困率の推移
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　さらに非正規雇用者の就労形態を見るために、非正規雇用者の失業・就労貧困率の推移を図
7に示した。非正規雇用者の中で失業・就労貧困率の高いのはアルバイトであり、パートがそ
れに続く。女性の失業・就労貧困率が男性と比較して低いのは、我々の推計の方法上、女性が
不安定就業に就いていても、パートナーである男性の所得が高ければ世帯としては非貧困世帯
に属し、Working Poorとはならないからである。
　最後に、従業員規模別の失業・就労貧困率の推移を見ておきたい。従業員規模別の失業・就
労貧困率の推移を、図 8に示した。
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図 7　非正規雇用者の失業・就労貧困率の推移
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図 8　従業員規模別の失業・就労貧困率の推移
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　従業員規模別は、産業によってその分類基準が異なるので、便宜的な分類基準を用いている。
全体として、従業員規模別の失業・就労貧困率の差が大きい。従業員規模が大きくなればなる
ほど失業・就貧困率が下落する。いわゆる中小零細企業（10人未満）の失業・就労貧困率は、
1992年で7.2.％（男性）、7.1％（女性）であったが、2002年には、11.9％（男性）、11.6％（女性）
に上昇している。女性の失業・就労貧困率は、ほとんどの従業員規模において、男性の失業・
就労貧困率よりも高く、従業員規模間の差は、男性と比較して小さい。この要因として、女性
の賃金が総じて男性よりも低いこと、また、女性が、企業規模にかかわらず、パートなどの不
安定就業に就いている比重が高いことがあげられる。
3－ 3　世帯人数・世帯類型別に見た貧困率
　前節までは、世帯人員個々人の労働市場での活動を中心に見てきた。以下では、失業・就労
貧困者がどのような世帯に属しているかを中心に見ておくこととする。
　後に示す、アメリカ、カナダ、フランスのWorking Poor推計方法からも分かるとおり、
Working Poorであるか否かは、世帯構造にも大きく依存する。Working Poorの一部には低賃
金労働者が含まれるが、決して低賃金のみでWorking Poorとはならない。世帯内の稼得者の
数等にも依存する。よって、世帯類型に関する分析が必要である。
　まず、世帯人員数別の貧困率を見ておこう。15歳以上の世帯人員数と15歳未満の世帯人員数
別の貧困率を図 9に示している。
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図 9　15歳以上世帯人員数・15歳未満世帯人員数別に見た貧困率の推移
　世帯人数別に見ると、世帯が貧困であるか否かは、15歳以上の世帯人数に大きく依存してい
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ることが分かる。続いて、世帯内にどれだけ子供がいるかが、貧困率に大きな影響を与えてい
ることが分かる。また、時系列的に見ると、どの世帯形態においても貧困率が上昇してきてい
ることが分かる。なお、15歳未満の世帯人数が 0人の世帯には、様々な世帯が含まれており、
更なる分析が必要だと言えよう。
　図 9では、世帯内の稼得者の数が分からない。そこで次に、世帯内の有業者の数別に貧困率
を見ておくこととしよう。世帯内の有業者の数別貧困率を図10に示している。
　有業者が 0人である世帯は、求職失業者が属する、または、求職失業者のみの世帯であり、
就労による稼得がない世帯であるので、貧困率が高いのは当然である。そこで、有業人員数が
1人以上について見ることとしよう。
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図10　世帯内の有業者の数別の貧困率
　有業人員のいる世帯の貧困率が上昇してきている。それは、有業人員が 1人以上の世帯全て
に当てはまっている。さらに、有業人員が 1人であるか 2人であるかによって、世帯の貧困率
が大きく異なる。2002年において有業人員が 1人の世帯と 2人の世帯との間の貧困率の差は10
ポイント以上開いている。このことは、世帯内の稼得者が複数いることが貧困から抜け出すた
めの重要な要素となっていることを意味する。
むすび
　本調査資料のベースにある調査研究「ミクロデータを利用した就労貧困者の推計」では、就
調リサンプリング・データ（1992・1997・2002年）の再分類・再集計により、類型 1、類型 2、
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類型 3の分類基準に基づいて、生活保護基準以下の貧困世帯とその構成員個人の労働力状態と
所得のクロス表が試算された。貧困基準以下の世帯構成（働き手の数と所得水準とその性別構
成、 1人親、母子家庭等の構成）によって、労働力状態とのクロス結果には、特別の解釈が必
要となる。労働力状態の属性として、年齢別、学歴別、従業上地位・雇用形態別、従業員規模
別、産業別、等の失業・就労貧困者と失業・就労貧困率が算定されている。また個人が属する
世帯類型別のWorking Poorの推計がおこなわれた。本調査資料では、就労貧困者個人の類型
2のWorking Poorを取り上げ、その主要な特性として、年齢別、学歴別、雇用形態別、従業
員規模別の分類標識による失業・就労貧困者、失業・就労貧困率の推計結果が考察された。性、
年齢、学歴の基本的属性別の失業・就労貧困率では、 男女別賃金格差と女性の不安定就業の増
大等により、女性の失業・就労貧困率が高く表示されている。年齢別では、フリーター、ニー
ト等の若年雇用が問題となっている若年層の失業・就労貧困率が著しく高く表示されており、
若年層のパート、アルバイト等の非正規・不規則労働への就労と若年賃金の低さ等が、その要
因となっている。学歴別では、教育と雇用との関係の諸要因のために一義的には規定できない
が、低学歴層の失業・就労貧困率が高く表示されおり、時系列的にもその格差は拡大している。
　Working Poorの実相を最も特徴的に表示している失業・雇用形態別分類標識では、求職失
業者は、長期不況と合理化により急増し、男性の失業・就労貧困率が著しく高くなっており、
長期不況下の失業者の窮状の悪化を示している。パートタイム、派遣労働等の非正規雇用の就
労貧困率は、正規雇用の就労貧困率と比べて、著しく格差が拡大しており、特に男性の就労貧
困率が急騰している。非正規雇用の就労貧困率の格差の拡大ともに、正規雇用の就労貧困率も
増加しており、事態の深刻さを示している。従業員規模別の就労貧困率の推移（産業別規模別
の分析が必要であるが）では、大企業・零細企業の賃金格差がその基底にあって、中小零細規
模の就労貧困率が高水準にあり、その格差が拡大している。
　世帯とその構成員個人の労働力状態と所得のクロス分析では、貧困基準以下の世帯構成とそ
の特性の考察も重要である。前述のように、非正規雇用の女性の就労貧困率が相対的に低いの
は、貧困基準以下の世帯構成（働き手の男性の所得が高ければ、貧困世帯にふくまれない、等）
と男女のサンプル数の著しい格差（非正規では、女性が大多数を占める）によるものである。
　失業・就労貧困者、失業・就労貧困率の指標は、ワーキング・プアの多様な諸指標において、
一つの統一的基準に基づく指標として、失業、就業、低所得、貧困の比較可能な総合的分析指
標としての意義をもっている。失業・就労貧困率を手がかりに、労働市場、労働諸条件との関
係において、これらの諸要因の諸関係とその実態の分析を進めるのが課題である。
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注
1） 後藤道夫・伍賀一道・布川日佐史・唐鎌直義・木下武男・名取学・岡田知弘・渡辺雅男・居城舜子・
伊藤周平（2005）『ポリティーク』第10号　特集　現代日本のワーキング・プア、旬報社。
2） Peña-Casas, R. and Latta, M. (2004), Working poor in the European Union, European Foundation 
for the Improvement of Living and Working Conditions.　特に、4. Welfare state provisions and ‘make 
work pay’ policy、参照。
3） 岩井　浩（1992）、pp.237－243。同（1995）、pp.32－49。
4） Bluestone, B., Murphy, W.M., Stevenson, M. (1973), pp.34-39を参照。
5） Klein, B.W., Rones, P. (1989), p.4を参照。
6） Orshansky, M. (1965)、U.S. Bureau of Censusホームページを参照。なお、アメリカ連邦貧困基準が
アメリカの貧困の規模を十分に捉えきれているものであるかについては、Orshansky, M. (1965)が指標
を開発した当時よりあり、現在、その見直しについての論議が進んでいる。これら議論については、
紙幅の関係上、本稿では取り扱わない。アメリカ連邦貧困基準をめぐる論議については、Ruggles, P. 
(1990)、Citro, C.F. and Michel, R.T eds. (1995)、藤本（1995）、村上（2001）を参照。
7） 日本の生活保護基準の妥当性については、これまで多くの議論が積み重ねられてきているが、紙幅
の関係上、本稿では取り扱わない。日本の生活保護については、布川（2005）、小沼（1980）、阿部（1998）
を参照した。
8） 生活扶助第一類・第二類の各年の基準額については、財団法人 厚生統計協会（1992・1997・2002年）
を参照した。なお、表 5以外に、60歳以上人数×15歳未満人数の基準額を、高齢世帯の基準額として
用いている。60歳以上人数とする理由は、就業構造基本調査各年版の高齢世帯の定義において、女性
の年齢が60歳以上となっているからである。『就業構造基本調査報告』、平成 4・9・14年版参照。
9） Klein, B.W., Rones, P. (1989)を参照。今回用いたデータには就業週数がなく、また、就業日数はカテ
ゴリカルデータである。厳密に27週を基準に就業日数を分類することは不可能であった。そこで、週
休が 2日であると仮定し、27週を就業日数に換算した。その結果は135日となる。用いたデータにある
分類基準でこれに最も近い基準は、150日以上・未満の基準である。よって、有業者については150日
以上有業で貧困世帯に属する者をWorking Poorとする。無業者については、無業である期間が月毎に
カテゴリー化されている。よって、無業者については、BLS定義の「半年間」を適用した。求職活動
を行っており、なおかつその期間が 6ヶ月以上になる者を日本のWorking Poorに組み入れる。
10） 例えば、厚生労働省『平成16年派遣労働者実態調査』によると、派遣労働者の契約期間として最も
多いのが、「 3ヶ月以上 6ヶ月未満」であり、31.0％を占める。また、財団法人21世紀職業財団『平成
17年パートタイム労働者実態調査』によると、パートの 1回あたりの契約期間（複数回答）は、「 6ヶ
月超 1年以内」が最も多く49.2％を占めるが、「 3ヶ月超 6ヶ月以内」も17.9％を占めている。
11） 労働者の労働市場での努力期間を一定の分類基準によって分類することには、数々の困難が伴う。
種々の制度的側面から検証がなされなければならない。BLS基準の 6ヶ月間求職しているという状態
はかなり長期間求職しているということになる。また、Klein, B.W., Rones, P. (1989)は、「 6ヶ月とい
う基準自体はいくぶんあいまいなもの（somewhat arbitrary）」と述べると同時に、この処置が、「非
労働力や不十分な参加者（marginal participants）」を除外する処置であることを述べている。Klein, 
B.W., Rones, P. (1989), p.4を参照。
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